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｜土地・不動産に関する行政情報・トピックス・学会誌情報 

【審議会・委員会等の情報】 

● 第 3 回サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会を開催：国土交通省 

国土交通省は、1 月 29 日に、高齢期における居住の実態と住まいのあり方について検討し、サー

ビス付き高齢者向け住宅等に関する今後の取組の進め方について御助言いただくため、第３回懇談

会を開催し、高齢者の住まいの現状と需給の見通し、サービス付き高齢者向け住宅の現状、高齢者

の居住実態調査、高齢期の居住の場の選択からみた改修・住替えの課題、居住の場の選択を踏まえ

た課題解決の方向とサービス付き高齢者向け住宅の役割などについて議論を行った。 

サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会：国土交通省 

 

● 第 8 回「長期優良住宅制度のあり方に関する検討会を開催：国土交通省 

国土交通省は、1 月 29 日、長期優良住宅制度に対する評価や課題を整理し、長期優良住宅の更な

る普及促進に向けた取組の方向性を検討するため、第 8 回の「長期優良住宅制度のあり方に関する

検討会を開催し、長期優良住宅認定基準の合理化に係る検討状況について、最終とりまとめの方向

性について議論を行った。 

長期優良住宅制度のあり方に関する検討会：国土交通省 

 

● 第 4 回国土審議会計画推進部会国土の長期展望専門委員会を開催：国土交通省 

国土交通省は、1 月 27 日に、2050 年までの国土の姿を描き、長期的な課題を整理するため、4

回目の 国土の長期展望専門委員会を開催し、ゲストスピーカーとして㈱三菱総合研究所の武田洋

子氏が「未来社会構想 2050」の概要について発表したほか、国土・都市の現状と課題について議論

を行った。 

国土の長期展望専門委員会：国土交通省 

 

● 第 16 回都市計画基本問題小委員会を開催：国土交通省 

国土交通省は、1 月 27 日に、第 16 回都市計画基本問題小委員会を開催し、昨年７月の中間とり

まとめ等を踏まえた「防災・減災等のための都市計画法・都市再生 特別措置法等の改正内容（案）」

について事務局から報告し、意見交換を実施した。 

都市計画基本問題小委員会：国土交通省 

 

● 第 2 回社会資本整備審議会住宅宅地分科会勉強会の開催：国土交通省 

国土交通省は、1 月 16 日（木）に、住生活基本計画（全国計画）の見直しに向けて、第２回社会

資本整備審議会住宅宅地分科会勉強会を開催し、住宅の居住者に関し、知見を有する有識者からプ

レゼンテーション及び居住者についてのヒアリングを行った。 

住宅宅地分科会勉強会：国土交通省 

 

  

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk7_000012.html
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000168.html
http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s104_choukitennbou01.html
http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_toshikeikakukihonmondai.html
http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s202_jutakutakuchi01.html
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● 第 3 回「ESG 投資を踏まえた不動産特定共同事業等検討会」を開催：国土交通省 

国土交通省は、1 月 15 日に、不動産特定共同事業における一層のガバナンス確保や ESG をはじ

めとした不動産投資市場の新たな潮流への対応等について検討するため、「ESG 投資を踏まえた不

動産特定共同事業等検討会」の第３回会合を開催し、不動産特定共同事業における暗号資産・電子

記録移転権利の取扱い等について議論を行った。 

ESG 投資を踏まえた不動産特定共同事業等検討会：国土交通省 

 

● 第 1 回「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会の開催：国土交通省 

国土交通省は、1 月 8 日（水）に、近年の水災害の激甚化や水災害リスクの増大を踏まえ、水災

害に対するリスクの評価及び防災、減災の方向性について検討するため、専門家、有識者からなる

第 1 回の「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会（座長：中井検裕東京工業大学 環境・

社会理工学院教授）を開催した。 

水災害対策とまちづくりの連携のあり方検討会：国土交通省 

 

● 民法・不動産登記法（所有者不明土地関係）等の改正に関する中間試案パブリック・コメント：法

務省 

法務省は、法制審議会民法・不動産登記法部会で昨年 12 月 3 日に取りまとめられた「民法・不

動産登記法（所有者不明土地関係）等の改正に関する中間試案」について、1 月 10 日から 3 月 10

日までパブリック・コメントの手続きを実施している。また、本中間試案の内容を理解いただく一

助とする趣旨で，各項目ごとに詳細な説明を加えた「民法・不動産登記法（所有者不明土地関係）

等の改正に関する中間試案の補足説明」を作成し公表した。 

民法・不動産登記法（所有者不明土地関係）等の改正に関する中間試案：法務省 

 

 

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk5_000207.html
http://www.mlit.go.jp/report/press/toshi07_hh_000149.html
http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900001_00007.html

